
地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

◇環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係省庁、関係部局の連携により集中的に支援

◇ モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇ 自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者、ＮＰＯ等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

バスの活性化

ＬＲＴの整備・
鉄道の活性化
等

道路整備等

環 境 の 改 善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクトの
推進

交差点改良等

違法駐車対策の
推進

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入

ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

オムニバスタウン

ＰＴＰＳ

地域の合意に基
づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ
の導入

路上工事の縮減

バス専用・優先
レーン

低公害車の導入

低公害車等の
導入

CNGバスの導入促

進

関連の基盤整
備等

歩道、自転車道、
駐輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイ
カー通勤の自粛
等

パークアンドラ
イド

低公害車両の優
遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発活
動

広報活動の実施

普及啓発

シンポジウム、
イベントの実施
等

交通結節点整備
ボトルネック踏切
の解消

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業

1 札幌市

2 仙台市
5 富山市

4 三郷市・八潮市

3 柏市・流山市

7 豊田市

6 三重県

11 松山市

10 神戸市

9 奈良県

ＥＳＴモデル事業

地域一覧（地図）

平成16年度選定

平成17年度選定

12 八戸市

16 石川県

15 新潟市

14 秦野市

13 神奈川県

18 豊中市

17 大阪市

19 兵庫県

21 福山市

20 広島市

8 京都府

22 荒川区

26 神戸市

23 上越市

24 静岡市

25 和泉市

27 松江市

平成18年度選定
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テーマ 応募主体 概 　要

1
人と環境を重視した新しい時代の都心
交通の創出　「さっぽろ都心交通計画
推進事業」

札幌市
  公共交通を軸とした交通システムの充実、適正な自動車等の利用による交通の円滑化、道路空間の再配分による都心
再生の具体化等により、人と環境を重視した新しい時代の都心交通の創出を目指すもの

2
環境負荷の小さい交通への転換（環
境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）への転
換）

仙台市
  公共交通による移動時間短縮施策、公共交通サービス向上施策、ＴＤＭ施策、景観・緑化事業等の推進により軌道系交
通機関を基軸とした集約型市街地の形成や杜の都にふさわしい緑美しい都市の実現を目指すもの

3
「つくばエクスプレス」開業に伴う総合
的な公共交通機関の利用促進

柏市
流山市

  つくばエクスプレス開業に併せたバス路線の再編を中心に、コミュニティバスの導入、駅前広場や駐輪場の整備等による
公共交通機関への利用転換や自転車を活用したまちづくり、低公害車の導入等による環境負荷の軽減を図るもの

4
三郷市及び八潮市全域をステージとし
た持続可能な交通環境づくりモデル事
業

三郷市
八潮市

  つくばエクスプレス開業に併せたバス交通ネットワークの再編、バス共通ICカードの導入、交通モード相互の情報提供シ
ステム整備等による公共交通利用促進策、三郷駅周辺の交通円滑化を進め、環境的に持続可能な交通環境の創出を目
指すもの

5
富山市における環境的に持続可能な
交通（ＥＳＴ）モデル事業

富山市
  富山港線へのＬＲＴ導入等公共交通の整備や交通拠点整備等による公共交通機関への転換を図るとともに、都市内道
路空間の整備等交通円滑化、都心居住の推進により中心市街地の活性化を図り、環境にもやさしく持続可能な都市構造
を目指すもの

6
地方都市圏における公共交通利用促
進による地球温暖化防止実践活動の
検証と定着

三重県
  三岐鉄道の整備及び駅周辺事業を中心に、鉄道・バス利用者の利便性向上を図るとともに、パーク・アンド・ライドや普及
啓発活動に取り組むことにより、三重県北勢地区において環境負荷の小さい交通への転換を目指すもの

7
交通ﾓﾃﾞﾙ都市環境改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「人と
環境にやさしい先進的な交通まちづく
りを目指して」

豊田市
  通勤等のＴＤＭ施策の推進や、ＩＴＳ技術を活用した総合交通対策に取組み、公共交通の利用促進や道路交通の円滑化
等とあわせ、「人と環境にやさしい先進的な交通まちづくり」を進めるもの

8
京都都市圏における環境負荷が小さく
便利で快適な移動環境づくり

京都府
  京都議定書策定の地で、過度に自動車に依存したライフスタイルや土地利用を見直し、鉄道へのアクセス改善や通勤交
通需要マネジメント等を含めた総合的な施策の組合せにより、環境負荷が小さく持続可能な都市圏づくりを進めるもの

9
古都奈良における平城遷都１３００年
記念事業に向けた交通流対策

奈良県
  多くの来訪者が見込まれる平城遷都1300年記念事業に向け、公共交通機関の利用促進を図ることを基本に、道路等交
通基盤整備やマイカー通勤の自粛等、ハード・ソフト両面から効果的に施策を進め、環境的に持続可能な交通を目指すも
の

10
神戸の都心地域における環境的に持
続可能な交通体系の確立

神戸市
  歩行者に利用しやすいまちづくりと利便性の高い交通手段の整備の連携により、自動車からのCO2排出削減を図るなど
神戸の都心地域における環境的に持続可能な交通体系を確立しようとするもの

11 松山まちづくり交通計画の推進 松山市
  交通結節点整備、サイクル＆バスライド等の公共交通機関の利用促進や、交差点改良等の道路整備、低公害バスの導
入等、総合的な交通施策を講じることにより、交通分野の環境負荷低減を図るもの

12
「環境先進都市～八戸」の理念に相応
しい環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）
への転換

八戸市
バスを中心にした公共交通の再編・再構築等により公共交通への利用転換を促進し、トランジットモールの導入を検討す
ることによって都心の再生を図るほか、低公害車バスの導入やＩＴＳの活用によるサービス改善、渋滞緩和や歩行空間の
確保による道路整備を推進する。

13
環境共生モデル都市圏における地球
環境にやさしい交通体系づくり

神奈川県
平成17年11月22日に認定された「神奈川カーシェアリング利用促進特区」にあわせて、民間事業者によるカーシェアリング
の県内拡大を図ることや、鉄道及びバスの利便性向上方策により自動車交通から公共交通等への転換を図ることによっ
て、地球環境にやさしい交通体系のまちづくりを目指す。

14 はだの交通スリム化推進事業 秦野市
近隣工業団地等における通勤時の交通マネジメント、ＰＴＰＳによるバス走行改善、ノーマイカーデー、短距離区間の自転
車通勤支援策等をおこない、公共交通の利用を促進し自家用自動車に過度に依存しない広域的な街づくり・交通体系の
構築を図る。

15
新潟都市圏総合都市交通計画におけ
るバス利用の推進

新潟市
バスを中心にした公共交通の再編・再構築、バスの運行状況の情報提供、パーク＆バスライド等により公共交通への利用
転換を促進し、新潟市の広域交通体系において公共交通による都心への結びつきを強くすることによって、賑わいのある
都心の構築を図る。

16
金沢都心部の渋滞解消と公共交通の
利用促進による環境負荷軽減

石川県
金沢市中心部周辺に設けた駐車場を有効活用したパーク＆バスライド等を実施し、市中心部のバス交通の見直しや渋滞
の原因であるボトルネック交差点を改良することにより、公共交通の利用促進等による環境負荷の軽減された観光都市を
目指す。

17
大阪市における環境負荷の少ない都
市内移動システムの確立

大阪市
地域一体型の事業者向けや学校向けのモビリティマネジメント、マップ等用いたＴＤＭ等の啓発事業を実施し、ＩＣカードの
導入や駅のバリアフリー化により鉄道・バスによる公共交通利用促進を図るほか、交通流の円滑化事業等を組み合わせ
ることにより都市内移動の環境負荷軽減を目指す。

18
豊中市における人と街に優しい持続
可能な交通をめざして　－とよなか夢
創（輸送）プランの推進－

豊中市
条例に基づくエコドライブの推進、自転車・公共交通利用マップ等による交通環境教育の実施、カーシェアリング等の実証
実験のほか、低公害車導入アクションプランの推進、大阪大学と連携した持続可能な都市の評価とＰＲ、バリアフリー施設
の設置による公共交通への利用転換を図る。

19
尼崎西宮臨海部における環境にやさ
しい交通基盤・システムの構築モデル
事業

兵庫県
国道43号と阪神高速湾岸線に挟まれた尼崎臨海地域における排気ガスによる大気への負荷を低減するため、バスの試
験運行を開始し、自転車道の整備や歩行空間の確保を図ることによる自動車利用を抑制を図るほか、低騒音・透水性舗
装の実施、木製防護柵等の道路施設を整備する。

20
広島における「ひと」・「環境」にやさし
い交通体系づくり

広島市
路面電車のＬＲＴ化や交通結節点の改善、低公害バスの導入等による公共交通利用の推進、自動車専用道路の整備や
都心を通過する自動車交通の排除、パーク＆ライドや時差通勤、ノーマイカーデー、モビリティマネジメントによる交通需要
マネジメントの推進等により、人間を中心に据えた環境への負荷の小さい持続可能な都市の形成をめざす。

21
福山都市圏交通円滑化総合計画にお
けるソフト主体施策の実現化

福山市
交通円滑化総合計画に基づく地域における渋滞緩和を図るため、ノーマイカーデーを中心にした通勤交通対策の実施、
学校教育におけるＴＦＰ調査の実施、公共交通機関の利便性向上を目指したレンタサイクル事業や駅前広場の整備により
環境負荷軽減を推進する。

22
人にも地域にも地球にもやさしい「環
境交通のまち・あらかわ」の実現

荒川区
荒川区南千住東部（汐入）地域を重点地域として、トランジットモール・カーフリーゾーンやパークアンドライドの実証実験等
を実施して、マイカー利用の減少を目指すとともに、都電とコミュニティーバス等との接続やコミュニティーバス（エタノール
車）の延伸実験等により地域の幹線交通網の利便性を図る。

34
市町村合併による市域拡大に対応し
た持続可能なまちを育み支える公共
交通

上越市
市域拡大に対応するため鉄道及び幹線バスと支線バスを組み合わせた階層的ネットワークや市街地内のバス運行等の
バス路線の再構築を図るとともに、バスロケシステムの設置や企業・学校教育におけるモビリティ・マネジメント、交通円滑
化事業等の推進を図ることにより、習慣的に利用できる公共交通を確立し公共交通への転換を促す。

24
快適なモビリティ都市の実現に向けた
自然環境にやさしい交通体系の整備

静岡市
道路の立体化や４車線、拡幅等による渋滞解消や低公害車の導入を通じて自動車単体のCO2排出量の抑制を図るととも
に、低公害車の導入や利用促進、バス停のハイグレード化やバスロケシステムの導入、サイクルシェアリング、ワンステッ
プバス・ノンステップバスの導入等により自動車から公共交通利用への転換を促す。

25
和泉市における市民，事業所，学校，
行政団体等が協働する環境負荷の少
ない交通マネジメント推進事業

和泉市
市民及び事業所を対象としたモビリティ・マネジメントの実施（通勤バス共同運行、共同エコドライブ研修等の実施）、駅及
び駅周辺のバリアフリー化、ボトルネック踏み切りの解消などを組み合わせて実施する。また、小学校を対象とした「交通・
環境学習｣の推進等の啓発活動を実施する。

26
神戸市の都心周辺部におけるMMを中
心とした持続可能な交通体系の確立

神戸市

マイカー通勤率の高い郊外の工業団地において、モビリティ・マネジメント（通勤経路等に関するアドバイス、講演会等）を
実施しマイカーから公共交通への転換を促すとともに、バス事業者間でのダイヤ調整等の公共交通を利用し易くする施策
を展開する。さらに、都心部への移動に車の利用率の高い西神地区で、重点的に公共交通の利便性を広報するなど、都
心部への流入交通を削減する。

27
だれもが、安心して、やさしく移動でき
るまち・松江の交通体系づくり

松江市
各地域に自治会・老人会・PTA等により構成される利用促進協議会を設置し、市民の声を反映させることで公共交通機関
の利用促進を図る。あわせて、終バス延長実証実験の実施、バスサポーター制度の導入、わかりやすい行き先案内の整
備、TDMによる公共交通機関利用への意識転換等により、マイカーから公共交通機関への転換を図る。
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■都心交通計画の全体フロー

札幌市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業
さっぽろ都心交通計画推進事業 ・世界に誇れる「交通まちづくり」を目指して

（１）計画目標

・人と環境を重視した新しい時代の都心交通の創出

・都心の活性化に寄与する交通施策の推進

（２）計画の基本方針

・公共交通を軸とした交通システムの充実

・適正な自動車等の利用による交通の円滑化

・道路空間の再配分による都心再生の具体化

・社会実験の継続と市民と協働によるプロジェクト展開

（４）施策展開例

（３）計画対象区域

事業者による路外荷さばき施設の配置

石狩市 江別市

北広島市札幌市

小樽市

手稲

都心

高次都市機能拠点

広域交流拠点

地域中心核

高度利用住宅地

居住促進ゾーン

宮の沢
琴似

篠路

栄町

光星
北24条

北海道大学周辺 苗穂

東札幌

白石

平岸
月寒

大谷地

厚別副都心

札幌テクノパーク

札幌ドーム周辺

清田

澄川

真駒内

芸術の森周辺

定山渓

麻布・
新琴似

大谷地
流通業務団地

Ｎ

札幌都心部

路上荷さばき施設の設置（さっぽろシャワー通タイムシェアリング）

H18 タクシー客待ち環境改善社会実験

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

仙台市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

事業概要

仙台市は公共交通を重視した総合交通体系の構築を目指す
アクセス３０分構想を策定し，公共交通による移動時間短縮や
公共交通サービス向上，ＴＤＭを推進することにより，軌道系交
通機関を基軸とした集約型市街地「コンパクトシティ」の形成や
杜の都にふさわしい緑美しい都市「百年の杜づくり」の実現を
目指している。

・渋滞解消による旅行速度の向上

・渋滞解消及び低公害車両導入等によるＣＯ２排出量
の削減

目 標
平成１９年度までに

対象エリアのＣＯ２排出量を

８，５２４ ｔｏｎ削減

○啓発事業
・ポスターの作成・掲示
・ステッカーの作成・配布
・ホームページでのＥＳＴ事業紹介
・各種イベントにおける啓発活動

増大する自動車利用

●渋滞の緩和
・幹線道路の整備

北四番丁岩切線（幸町） ほか
・交差点の改良

国道４８号木町通交差点
・路上工事の縮減

●景観・緑化事業等
・電線共同溝に併せた歩道整備

国道４５号（原町地区等）
・緑化によるＣＯ２削減

国道４号（東二番丁） ほか
・共同溝事業

国道４５号仙台東部共同溝

○オムニバスタウン計画その他のソフト施策
・仙台市オムニバスタウン計画

バスロケーションシステム，都心部バス100円均一運賃制度 ほか

・その他のソフト施策
低床ＣＮＧバス，低床アイドリングストップバスの導入 ほか

・ＩＴＳによる円滑な移動の支援
・市民や地元企業と連携した通勤交通需要マネジメント

Ｐ＆Ｒ，時差通勤通学等
・自転車ルール・マナー啓発による利用環境向上

●新駅設置
ＪＲ東北線（仮称）南長町駅

●既存軌道系関連道路等整備
・アクセス道路の整備

長町折立線（土手内） ほか
・駅前広場の整備

ＪＲ東北線南仙台駅（東口） ほか

ＥＳＴモデル事業実施施策
平成１７年度～平成１９年度

仙台市

8.9

8 .9

4 .6

4 .2

5 .6

10 .5

5 3 . 5

4 6 . 9

35 .3

2 .7

3 .5

5 . 3

1 0 . 5

1 0 . 6

11 .4

2 0 .2

2 4 .5

3 2 .9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第４回（Ｈ１４）

第３回（Ｈ ４）

第２回（Ｓ57）

鉄道 バス 自動車 自動二輪 自転車 徒歩

代表交通手段の推移（仙台都市圏）

代表交通手段構成（仙台都市圏パーソントリップ調査）
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0

柏市・流山市では、つくばエクスプレス沿線駅周辺地
区においてのまちづくりテーマを「環境と健康」として
進めており、 この地区を中心として、総合的な公共交

通機関の利用促進により、自家用車利用から公共交
通機関等への利用転換や自転車を活用したまちづく
りにより環境負荷の軽減を図るもの。

目 標

1年目 駅利用者 １％増加

２ ・ ３年目 柏市，流山市内のバス利用者 1％増加
自転車駐輪場の契約台数 １％増加
ＣＮＧ車等導入 ５％増加

１年目 駅利用者 １.７ ％増加
二酸化炭素排出削減量 2,949ｔ-CO2／年

（アンケートによる交通利用転換から推定） ０.４％削減

達 成 度

事業概要

柏市・流山市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

三郷市全域をステージとした持続可能な交通環境づくりモデル事業

ＥＳＴモデル事業実施予定箇所図

埼玉県三郷市

新三郷駅

ＪＲ
武
蔵
野
線

つくば
エクス

プレス

常
磐
自
動
車
道

首
都
高
速
道
路

東京外環道

三郷ＪＣＴ

１．バス交通利用促進関連事業 （ ：実施箇所）
①バス交通ネットワーク再編成事業（市内全域）
②バス共通ＩＣカード導入事業（市内全域）
③公共交通情報提供システム導入事業
④モビリティマネジメントの実施（ピアラシティ・プロロジス）
⑤インターＡ地区商業施設（ピアラシティ）へのバスの導入
⑥インターＡ地区商業施設（ピアラシティ）における宅配便の導入
⑦バスガイドブックの配布（市内全域）
⑧ホームページ等によるバス情報の提供（市内全域）

２．交通結節点整備等関連事業
（ ：実施箇所）

⑨三郷駅・三郷駅周辺のバリアフリー
化、安全で円滑な交通環境づくり

⑩三郷中央駅駅前広場整備事業
⑪新三郷駅駅前広場、公共交通

シームレス化導入事業

⑫ピアラシティバスターミナル
の整備事業

３．道路交通の円滑化、安全性確保
の関連事業（ ：実施箇所）

⑬幹線道路へのアクセス道路整備事業
⑭道路渋滞及びバス走行環境の改善

事業調査

⑮経路分析調査（市内全域）

４．自転車利用促進関連事業（ ：実施箇所）
⑯サイクルアンドライド、サイクルアンドバスライド促進事業
⑰駅からのサイクリング促進事業（市内全域）
⑱自転車ネットワークの形成（市内全域）

つくばエクスプレス三郷中央駅を中心としたバス交通ネットワークの構築に併せ、
駅前広場整備、駅周辺道路の整備、公共交通情報提供システム整備等の公共交通
利用促進策により、自動車利用の抑制を図るとともに、道路交通の円滑化のための
渋滞対策等を促進し、ＣＯ２の排出を抑制するなど、環境的に持続可能なコンパクト
な交通環境を創出する。

事業概要

三郷中央駅

ピアラシティ

三郷駅

ＥＳＴモデル事業（計画及び実施事業）

 

2 5 . 3 %

5 1 . 3 %

鉄 道

3 . 6 %

5 . 3 %

バ ス

2 5 . 2 %

4 4 . 6 %

自 動 車

2 . 1 %

2 . 3 %

二 輪

1 3 . 2 %

1 6 . 1 %

自 転 車

6 . 4 %

3 . 6 %

徒 歩

0 . 2 %

0 . 7 %

そ の 他

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

凡 例

通 勤 ・ 通 学 目 的

買 物 目 的 等

※三郷市の代表交通手段分担率

目標：①公共交通利用客対２００４年比０．５％増加

②休日のピアラシティへの自動車来店台数７％削減

③新規バス路線利用者数１便あたり１２人確保
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八潮市は、平成１７年８月に開業したつくばエクスプレス八潮駅
を中心としたバス交通ネットワークの構築を図り、環境的に持続
可能な交通環境を創出することによりまちづくりをすすめる。

ⅰ．公共交通利用者数前年比17年度は0.5％増加
18年度は0.7％増加、19年度は0.9％増加を目標

※ただし、18年度は17年度が目標未達成であったため
0.5％増加（継続）

ⅱ．新規バス路線利用者数１便あたり12人確保
⇒自家用車の利用を抑制しＣＯ２の削減を図る

八潮市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

事業概要

・八潮ＰＡを活用した高速バス＆ＴＸライド（可能性調査）
・コミュニティバス利用促進事業
・バス再再編の検討及び公共交通に関する市民アンケート調査
・公共交通利用促進マニュアル（バスガイドブック）作成

１８年度事業

目 標

八潮駅と八潮ＰＡが近接

有
効
活
用

高速バス＆ＴＸライド

北ルート

西ルート

西ルート
（市役所開庁時間帯
のみルート延伸）
※市役所、病院利用
者の利便性確保

・市役所
・病 院

コミュニティバスルート
平成１９年２月１３日改正

ＴＸ 至つくば

ＴＸ 至秋葉原

月間利用者数の推移

0
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月
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月
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8.
1月

H1
8.
2月

H1
8.
3月

H1
8.
4月

H1
8.
5月

H1
8.
6月

H1
8.
7月

H1
8.
8月

H1
8.
9月

H1
8.
10
月

H1
8.
11
月

H1
8.
12
月

月
間
利
用
者
数

北ルート

西ルート

両ルートの合計

首都高速道路

八潮駅

事業概要事業概要

富山市は、過度に車に依存した交通体系となっており、少
子高齢化及び地球温暖化といった社会問題をふまえ、車か
らLRT（Light Rail Transit）などの公共交通への転換を進め
るとともに、都心居住の推進、中心市街地の活性化を図り、
環境にも優しく持続可能な都市構造（コンパクトなまちづくり）
を目指すもの。

目目 標標

・富山港線のＬＲＴ化：456ｔ-CO2 の削減 等

１．公共交通の整備
・富山港線路面電車化
・フィーダーバス導入

２．駅周辺等の交通拠点整備
・富山駅付近連続立体交差事業
・富山港線沿線駅前広場整備事業
・自転車駐輪場整備事業
・鉄道・バス乗継円滑化事業

３．都市内道路空間の再構成
・一般国道415号富山拡幅

・下新西町上赤江線整備事業
・牛島城川原線整備事業
・岩瀬まちづくり事業
・東岩瀬駅前通り修景事業
・富山港線沿線踏切拡幅

４．都心居住の推進
・優良民間住宅建設促進事業
・高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業
・都心居住推進事業

５．中心市街地の活性化
・おでかけバス事業（ソフト対策）
・総曲輪通り南地区市街地
再開発事業

・グランドプラザ整備事業

神
通
川

平成19年度までに
対象エリアＣＯ２排出量を

６３１ｔ-CO2（約0.6%）削減 （Ｈ16年度比）

ＥＳＴモデル事業
実施箇所図

●

富山市

日
本
海

富山湾

JR富山駅

13.5% 10.1% 72.2%

1.4% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

徒歩 二輪車 自動車

バス・路面電車 鉄道・その他
富山都市圏
における
交通手段別ト
リップ数の
シェア

萩浦橋

富山市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

富
山
港
線

旧ＪＲ富山港線 平成18年4月29日開業

富山港線の
ＬＲＴ化
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事業概要事業概要

鉄道整備・駅周辺整備事業と連携し、鉄道・バス利用者の
利便性を高めながら、集中的に普及啓発やパーク・アンド・ラ
イドを実施することにより、環境負荷の小さい交通への転換
を促す。さらに、その方法の検証と地域交通計画を提案し、
実践活動の定着と拡大を図る

目目 標標

・Ｐ＆Ｒ駐車場利用者数の増加分から推計

平成19年度までに
対象エリアＣＯ２排出量を

年間273ｔ-CO2削減 （事業実施前との比較）

環境行動計画モデル事業（三重県北勢地区）

・イベントの開催やＰ＆Ｒ参加者募集・事業告知などの公共交通利用
促進キャンペーンの実施

・地元事業所と連携した通勤交通マネジメント調査の実施
（モビリティマネジメントの手法を活用）

軌道、駅舎、機器システム
等のインフラ整備

バス停、Ｐ＆Ｒ駐車場整備
ＣＮＧバス導入

通勤バス路線開設の検討

ハード整備による公共交通利用促進ハード整備による公共交通利用促進

・駅前広場、道路等の駅周辺
整備

・道路、交差点等の整備、交通
規制（ＰＴＰＳ、バスレーン
など）の検討

鉄
道
鉄
道

Ｐ＆Ｒ社会実験Ｐ＆Ｒ社会実験

バ
ス
バ
ス

需要者サイドの取組喚起に繋がる普及啓発・調査需要者サイドの取組喚起に繋がる普及啓発・調査

桑 名

富 田

21 19

26 72 90 15

70
76

30
70 20

50

108 15 180 24 45

30 27
55

バス停新設

Ｐ活用

（30）

(190)
数字：P&R用駐車場収容台数（合計約１２００台）

三重交通バス路線

三岐鉄道三岐線

三岐鉄道北勢線

近鉄四日市

■バス関係
・地元商業施設駐車場を活用したパーク・アンド・バスライド

社会実験事業（平成１８年３／１～）
・バス停・駐車場等整備、バス運行増便
・低公害バス車両の導入

西
藤
原

西
野
尻

東
藤
原

伊
勢
治
田

丹
生
川

大
安

梅
戸
井

北
勢
中
央
公
園
口

保
々

山
城

暁
学
園
前

平
津

大
矢
知

ＳＣ

ＳＣ

阿下喜 麻生田

楚原 大泉 穴太東員 星川
西
桑
名■鉄道周辺まちづくり関係

・駅舎新築、ホーム新設
・Ｐ＆Ｒ駐車場整備、駐輪場整備
・駅前広場整備 など

■鉄道整備関係
・曲線改良、行違い設備
・自動化システム導入 など

≪ＥＳＴモデル事業推進費≫
◎公共交通利用促進ＰＲ
◎普及啓発イベントの実施

三
里

Ｐ整備

三重県環境行動計画モデル事業（Ｐ＆Ｒ駐車場整備状況）

57

豊田市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

目目 標標

平成１９年度までに対象エリアの
公共交通機関利用者数：７．２％増

（平成１３年度比）

事業概要事業概要

豊田市は、TDM施策の推進やITS技術を活用した総合交通対策に
取組み、環境的に持続可能な「人と環境にやさしい先駆的な交通
まちづくり」を進める。

【５つの基本方針】
■ＩＴＳを横断的に活用し、すべての交通施策を有機的に連結し
て、まちづくりの中でTotal Planを実現する。

■利便性の高い公共交通の整備と利用促進【公共交通分担率の向上】
■人と環境にやさしい安全で快適な道路づくり【渋滞の緩和】
■すべての人にとって使いやすい空間の創出（ユニバーサル化）

【ライフスタイルの変化】
■自動車排気ガス対策の推進と環境にやさしい行動の実践【環境負荷の低減】

環 境 の 改 善

幹線道路における旅行時間計測、公
共交通機関の利用者数等の実態調査
に基づいた環境改善効果（ＣＯ２削減）
の検証

ＣＯＣＯ２２削減評価削減評価

モデル事業メニューモデル事業メニュー

豊田市

愛知県
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居住者向けMM

企業向けMM

学校向けMM

南丹市

京都都市圏における環境負荷が小さく便利で快適な交通環境づくり

目的：ＣＯＰ３開催地京都で、環境負荷が小さく、便利で快適な移動環境構築を通じ、豊かな都市圏づくりを推進する

企業と共に
・宇治地域通勤交通社会実験（トラベル・フィードバック・プログラム）
宇治市中心部（宇治地域）の通勤者（約５０００人）を対象に実施
鉄道・バス利用者が増大し、通勤自動車が一定削減
クルマ利用者の１３．１％がクルマ通勤を転換

・複数企業と連携した交通運営方策検討
送迎バスの共同運行・通勤バス社会実験の実施

地域と共に
・女性団体とのお出かけマップづくりワークショップ
京都府南部の６つの女性団体、老人会、自治会とおでかけ
に必要な情報をとりまとめ、地域に配布

学校と共に
・小学校を対象としたバス交通を考える取り組み
久御山町立佐山小学校等（３校）で子供たちがまちづくりや
バスの利用促進策を提案

宇治通勤マップ ↑

↑お出かけマップづくりワークショップ

↑バスの体験乗車

奈良県・環境的に持続可能な交通（奈良県・環境的に持続可能な交通（ESTEST）モデル事業）モデル事業

奈良県においては2010年
に平城遷都1300年記念事
業の開催を控えており、今の
段階から公共交通の利用促
進を図ることなどを基本とし
て、ハード・ソフトいずれにつ
いても可能な事業から効率
的・効果的に実施し、環境的
に持続可能な交通の実現を
目指すもの。

事業概要

目標

通勤・通学の交通手段

10.6 18.0 13.6 31.2 7.5 17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

奈良市関連

徒歩だけ 鉄 道・
電   車

乗合バス 勤め先･
学校 の
バ   ス

自家用車 ハイヤー･
タクシー

オート
バ  イ

自転車 その他

資料：H12国勢調査
通勤・通学の交通手段

10.6 18.0 13.6 31.2 7.5 17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

奈良市関連

徒歩だけ 鉄 道・
電   車

乗合バス 勤め先･
学校 の
バ   ス

自家用車 ハイヤー･
タクシー

オート
バ  イ

自転車 その他

資料：H12国勢調査

観光の交通手段

18.7 6.6 62.9 8 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H9奈良県
観光調査（秋）

鉄道 バス 自家用車 徒歩二輪 他

観光の交通手段

18.7 6.6 62.9 8 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H9奈良県
観光調査（秋）

鉄道 バス 自家用車 徒歩二輪 他

平成19年度までに奈良市の
運輸部門のCO2排出量を

800t-CO2削減

奈良生駒線二条大路南5丁目交差点付
近（H17.12撮影）

奈良市
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松山市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業
～松山市まちづくり交通計画の推進～

事業概要

普及啓発事業
（小学生への環境学習）

交通結節点整備
（伊予鉄道梅本駅）

具体的施策具体的施策
・ＩＣカードの導入、 交通結節点整備、低公害バスの導入等の
公共交通機関の利用促進

・交差点改良等の道路整備
・小学生を対象とした環境教育やテレビＣＭを使った普及啓発等

本市は、今後の少子高齢化や環境問題に対応し、都市

活力向上と持続可能な都市を構築するため、中心市街地
において「歩いて暮らせるまちづくり」構想を策定し、これを
支えるため①自動車交通の円滑化、②自転車の利用促進、
③公共交通の利用促進を柱としたマルチモーダルな交通
体系の構築を目指している。

平成１９年度までに
対象エリアＣＯ2排出量を

約９９ｔ‐ＣＯ２ ＋ α削減 （Ｈ１６年度比）

＊α・・・ソフト施策による増加分

目 標

交差点改良
（小坂交差点）

（出展） 国土交通省資料
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神戸の都心地域における環境的に持続可能な交通体系の確立（ESTモデル事業）

神戸市ＥＳＴ推進協議会
神戸市ＥＳＴ推進協議会

交通まちづくりフォーラム
交通まちづくりフォーラム

神戸ＥＳＴ省エネル
ギー詳細ビジョン
策定委員会

神戸ＥＳＴ省エネル
ギー詳細ビジョン
策定委員会

基本的な考え方
と基本方向

詳細ビジョン 実証実験

４．事業体制

３．スケジュール（平成１７～１９年度）
H17年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

都心交通
まちづくり
検討部会

都心交通
まちづくり
検討部会

実証実験
実証実験

ビジョン
検討部会

ビジョン
検討部会

Ｈ１８年度Ｈ１７年度 Ｈ１９年度

１．事業概要

・「地球環境保全」、「都心の活性化」、「全て
の人にとっての利便性向上」と言った観点か
ら、神戸の都心地域における持続可能な交
通体系（ＥＳＴ）を確立することを目的とし、市
民や事業者など幅広い関係者により持続可
能な交通体系の有るべき姿と目標を共有化
する。

２．目標

・都心エリアにおける運輸部門（自動車）の
ＣＯ２排出量を毎年１％程度削減



八戸市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

＝テーマ＝ 「環境先進都市～八戸」の理念に相応しい環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）への転換

平成２０年度までに対象エリアのCO2排出量を

8,658ｔ-CO2（約3.2%）削減 （対 未対策時）

※低公害バス導入によるＰＭ削減：1,766kg/kWh

八戸市は、「環境への負荷の少ない持続的に発展すること
ができる環境先進都市」の実現を掲げる「八戸市環境基本
条例」（H16.12.27公布）の趣旨を踏まえ、運輸部門における環
境負荷低減対策として、バス路線網の再編・再構築等により
公共交通の持続性・利便性を高めるとともに、道路環境の整
備等により渋滞緩和を図り、環境的に持続可能な交通（ＥＳ
Ｔ）への転換を目指す。

事業概要事業概要

八戸市

主な施策主な施策

この１０年間で、乗合バスの乗車人員は約５割減！
自動車等の保有台数は約２割増！

公共交通の再編・再構築と
道路環境の整備等により・・・

目目 標標

H6 H11 H16
市営バス乗合輸送人員 1654万人 1110万人 860万人
市内自動車登録台数 14.7万台 16.8万台 17.8万台

公共交通体系の再編・再構築 .

・南浜地区・美保野地区生活交通
再編モデル実証実験

・南郷コミュニティ交通事業の推進
・公共交通再生プラン策定事業
・路線移管･再編による運行効率化

環境的に持続可
能な交通モデル
の検討・周知啓発
・

・トランジットモール
導入の検討継続
・広報、CATV、各種
イベント等の活用
による周知啓発

青森県

バスを活用した関連施策.

・低公害車の導入
・環境定期券、子ども探検隊
エコパスポートの発行
・新バスロケシステムの導入
・ＩＴＳサービスの利用促進

環境とひとにやさしい
「みちづくり」.

・国道45号八戸南道路
一部区間暫定供用開始

・国道45号八戸バイパス
（新井田～妙）の４車線化

・県道八戸野辺地線
道路改良事業

・歩道整備（くらしのみち

ゾーン形成事業 など）

葉山町

逗子市

大和市

横須賀市

三浦市

鎌倉市

藤沢市

綾瀬市

湯河原町

座間市

藤野町

二宮町
南足柄市

寒川町

平塚市

秦野市

真鶴町

開成町

小田原市

松田町
伊勢原市

津久井町

城山町

清川村

相模原市

大井町

箱根町

中井町

大磯町

海老名市

厚木市

愛川町

茅ヶ崎市

山北町

カーシェアリングやバスの利便性向上方策等による
CO2排出削減量を推計し，CO2排出削減目標値を設定

平成18年度の取組み内容

環境共生
モデル都市圏

重点推進地域における業務交通等
交通実態の把握（アンケート調査）

カーシェアリング等重点推進地域の設定

藤沢駅

本厚木駅

相模大野駅

業務交通等における
環境に優しい代替移動パターンの作成

CO2排出削減量の推計

その他ソフト施策（バス利便性向
上方策，レンタサイクル，PTPS等）
によるCO2排出削減量の推計

（相模原市）

川崎市

横浜市

ESTモデル事業における
CO2排出削減目標の設定

　環境共生モデル都市圏（県央・湘南都市圏）において、鉄道やバスの利便性向上
方策、カーシェアリング、レンタサイクル等により、自動車交通から公共 交通等への
転換を図り、地球環境にやさしい交通体系づくりを目指す

　期　間 ： 平成18年度～平成20年度（平成17年度ESTモデル事業に採択）

環境共生モデル都市圏における地球環境にやさしい交通体系づくり（神奈川県）

・駅が遠い
・バスが不便（停留所が遠い，
遅れる，本数が少ない等）

駅アクセスが不便

CO2排出大，

渋滞の原因，
時間も不正確

バスの利便性の向上

CO2排出削減，

時間も正確！

公共交通等を利用することにより

共通ICカード

導入の検討

カーシェアリングの導入

レンタサイクルの導入

駅アクセスが便
利になった。鉄
道を利用しよう！

駅アクセスが便
利になった。鉄
道を利用しよう！

鉄道端末交通に
カーシェアリング等を活用

　　　 ～100千人時間/年・km

　100～200千人時間/年・km

　200～ 　 千人時間/年・km

１kmあたり渋滞損失時間（平成17年度）

出典：国土交通省資料

県央・湘南都市圏における企業の立地状況

　インベスト神奈川により、県内への企業誘致や既存企業の県

内再投資を促進し、県内への産業集積を図る

「インベスト神奈川」立地企業位置図（神奈川県ＨＰより引用）

　　　施設整備等助成制度　　　　　　産業集積促進融資

　　　その他（助成制度・融資以外のワンストップサービスによる立地）

　　　自動車専用道路網の整備

業務交通等による自動車交通の増大、CO2排出量増加

カーシェアリング車両

環境共生モデル都市圏
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　●　　　主要な混雑問題箇所
道路交通体系調査　平成15年３月に基づく

②PTPSの導入　約５．０ｋｍ

市境～河原町～本町四ツ角～秦野橋北

①混雑情報提供による分散通勤

対象交差点　　名古木交差点
　　落合交差点など　６交差点

⑧-1
　企業バスの共同運行
　１～３系統程度　片道　約６ｋｍ

秦野駅～工場地区～渋沢駅

⑧-2
　遠距離地区からのワゴンなど
　　相乗り通勤、共同送迎

　　３方面程度
　　片道１０～１５ｋｍ程度

　工場地区～
　　平塚市、中井町、大井町方面

⑥時差通勤
　主に東西方向の流動
　
　主要混雑交差点　秦野橋北など
　４箇所　程度を重点

⑦短距離での自転車通勤促進
　（比較的平坦で歩道が充実のエリア）

・片道所要時間10分以内の
　自動車通勤者（約１万人が対象）
　

⑪中心地巡回バス
　（買物巡回バス）
　
・休日にマイカーでロードサイド店舗
　間を行き来する移動から取り込み
・中小型のバスなどで、転換促し、
　中心市街地にも立寄り目指す

●TDM実施計画PDCAサイクル実施のための評価調査と

広報の実施
約３０の評価指標について実態調査などより把握し、「はだの交

通つうしん簿」として公開、またTDM全般や市内の環境にやさし

い移動を推奨する広報物件を作成。
●民間事業所主体型のTDM策の実施とモビリティマネジメント試行

情報提供、バス共同運行、ノーマイカーウィーク、相乗り通勤
誘導、従業員通勤啓発など

事業概要事業概要

秦野市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）事業

平成2１年度までにピーク時の通勤とその他車

利用の台数、ＣＯ２排出量を 約７%削減 （Ｈ1１年度比）

目目 標標

全
市
的
取
り
組
み

・小学校１３校中　３校　延べ４００人が受講
・社会人　　市職員へのモデル実施
　　　　　　　　カリキュラムの構築

・第１回　３０事業所　延べ２７７５人日
・第２回　８０事業所　延べ４１９０人日

・地域の商業者等参加による
　実施向けた勉強会

○地域イベント時の
　パーク＆ライドで試行
　６３８台　１４６９人が転換
　２６５０台km　削減

・導入要望の多いレンタサイクルなど含めて
　総合検討中

③カーフリーデー
　年に１回の実施、本町地区など

⑤ノーマイカーデー
　・中規模以上の事業所に勤務の自動車通勤　約２万人を対象
　・月あたりの取り組み回数の増加を目指す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　片道通勤距離　２～１５ｋｍ／人

④TDM教育（自動車をかしこく利用）
　【多世代対象のモビリティ･マネジメント】
　・小学生～社会人まで対象　　・自動車通勤者（約４万５千人）
　　０．５～２％程度が、公共交通へ転換を期待

⑨パーク＆バスライド（P&BR）
　・平日余裕のある幹線道路沿いPの活用
　・主要な通勤地から２～５ｋｍ地点
　・１箇所で、ピーク時に30～80台程度受け入れ

⑩サイクル&バスライド（C＆BR)
　・バス停周辺の残地活用、２～４箇所
　　５０～１００台分程度

2 00台

2000台

3000台

2000台
1800台

3000

2 000

1 000

0

1 000

2 000

3 000

1 6年 度 17年 度 18年 度 19年 度 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度

目
標

実
施

台
数

（
台

／
平

日
）

徒歩へ
常時転換

自転車利用へ
常時転換

バス利用に
常時転換

１日あたりの
ノーマイカーデー
実施者数増加

時間などの 分散

左回り
ルート

組 班 渋沢駅 手段 秦野駅 手段 市役所 手段 運動公園 手段 学校

1 1

1 2

1 6

2 5

1 3

2 3

2 4

3 C

3 D

1 5

3 Ｅ

④ 1 4 9:10 電車 9:14 徒歩 9：20分から9：25分 徒歩 10：20分から10：35分くらい バス 11：20着

⑤ 2 1 9:10 電車 9:14 バス 9：20分から9：25分 バス 10：20分から10：35分くらい バス 11：20着

⑦ 3 A 9:10 電車 9:14 徒歩 9：30から9：35分くらい 徒歩 10:25分から35分くらい 徒歩 11：20着

渋沢駅 秦野駅 市役所 運動公園 古墳公園 学校

⑥ 2 2 9:10 電車 9:14 徒歩 9：30から9：35分くらい バス 10：20分から10：35分くらい バス 10：59分 バス 11：20着

9:10 9:14 9：30から9：35分くらい

徒歩

バス

11：20着

10：20分から10：35分くらい 11：20着

9：30から9：35分くらい 10：20分から10：35分くらい

バス

徒歩

バス 徒歩9:10 9:14 9：20分から9：25分 10：20分から10：35分くらい 徒歩

9:10 9:14

①

②

③

電車

電車

電車

徒歩

11：20着

バス

校外体験安全管理の
ための行程チェック

２カ年、小学校３校協力の
試行錯誤

３種のカリキュラム試み
総合的な成果から

ＴＤＭ教育資料を作成

平成１８年度から
市内小学校に展開予定

政策目標(3ヵ年)：230t-co2

新潟市における環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業
《平成18年度事業》

新潟市EST事業概要
新潟都市圏総合都市交通計画に基づき，各種施策を検討・実施し，誰もが安全で快適に移動できる交通環境の実現をはかるとともに，
環境負荷の少ない交通へ転換を促し，都市の持続的な発展と環境に調和したまちづくりを行う。

○都心部の交通環境改善 ○都心アクセス交通環境改善 ○高齢者や来訪者など誰もが安心して利用できる交通体系実現

平成18年度：社会実験等継続中

中心市街地の交通環境改善事業
○歩道改修整備
（融雪施設，バス停の集約，ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰetc）

○路線バスの利便性向上のための路線再編成検討
○白山地区の新たなバスターミナル機能の検討
○一方通行規制などの見直しによる交通の整流化検討

JR亀田駅を活用したP&RR施策
○社会実験の実施
（無料駐車場の提供，利用者意向アンケート調査）

○平成19年度供用に向けたP&R専用駐車場整備

JR信越本線

JR新潟駅

白根地域

JR越後線

JR白新線

バス運行サービス改善事業
・社会実験の実施

PTPS整備，バス路線経路の変更
P&BR施策，C&BR施策

バス運行サービス改善事業
○社会実験の実施
（バスiの整備，JR新潟駅への乗入）

バス運行情報提供サービスの拡充
（にいがたバスi）市内全線（47路線）

JR亀田駅
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事業概要事業概要

　金沢都市圏において、これまでTDM施策により公共交通
利用の転換を進めてきた。今後も、パーク・アンド・ライドや
兼六園周遊バス等により市民や観光客の公共交通の利用
促進を図るとともに、交差点改良等により金沢都心部の渋
滞解消を図り、都心部における環境負荷の軽減を目指す。

目　標目　標

平成20年度までに
対象エリアＣＯ２排出量を

896ｔ-CO2（約0.8%）削減 （Ｈ17年度比）

兼六園周遊バス

金沢都市圏における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業（石川県）
（別紙２）

■公共交通利用促進
①パーク・アンド・バスライド駐車場の
　　整備・利用促進
②ポイントシステムの導入と
　　都心部商店街との連携
　　・カーシェアリングの導入
③サイクル・アンド・ライドの利用促進
④兼六園周遊バスの運行
⑤環境に配慮したバスの導入
⑥ＰＴＰＳの導入
⑦金沢バスロケーションシステム
　（バスく～る®）の利用促進

⑧市民ﾆｰｽﾞを踏まえた運賃体系や
　　路線・ﾀﾞｲﾔの見直しによる利用促進　　　
　　（金沢ﾊﾞｽﾄﾘｶﾞｰ方式等）

■都心部の渋滞解消
⑨野町広小路交差点
　（国道１５７号、主要地方道金沢鶴来線）
⑩むさし交差点
　（国道１５７号、国道１５９号）
⑪（都）金沢駅通り線の拡幅
　（金沢駅武蔵北地区市街地再開発）
⑫（都）橋場若宮線

ＥＳＴモデル事業実施予定箇所図

JR金沢駅

4,282

3,147
3,317

3,4293,554

2,986

3,739

4,069

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H8 H9 H10 H11 H12 H13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 H19

バス利用者（万人）

２％回復し、減少率約５％

公共交通利用を促進し
バス利用者の減少率を
抑える。

減少率約７％

現況のまま減少率約５％

カーシェアリングシステム

金沢城公園

大阪市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

• 事業の概要

様々な施策を組み合わせることによっ
て、市民・事業者・関係機関と共に、
生活利便性や活発な都市活動を支え
る環境負荷の少ない都市内移動シス
テムの確立を目指すもの。

CO２の削減効果として
110トン‐CO２/年

・ＴＤＭの広報啓発
・学校向けＭＭ
・ＩＣカードの導入
（地下鉄、バス）

• ＥＳＴモデルの効果

国道43号の大阪市港区弁天町駅前付近

・地域一体型
事業所向けＭＭ

・ドライバーを対象
としたＭＭ

環境ロードプライシング
の実施

駅及び駅周辺のバリアフリー化
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豊中市における人とまちに優しい持続可能な交通をめざして

－とよなか夢創（輸送）プランの推進－

「豊中市公用車の低公害車導入アク
ションプラン」に基づく公用車の低
公害化

①「豊中市公用車の低公害車導入ア
クションプラン」に基づく公用車の
低公害化
②低公害バス購入に係る助成金交付

低公害
車の普
及

①自転車で走りやすいまちづくりの
実現(大阪大学共同研究事業)：基礎
調査研究
②地域におけるより便利な交通手段
の整備：各種自家用自動車による波
動需要対応バス（以下「エコラボバ
ス」という。）の運行、事業者等と
交通ＩＣカードによる利便性促進の
社会実験の実施

①自転車で走りやすいまちづくりの
実現(大阪大学共同研究事業)：調査
研究及び社会実験の検討
②地域におけるより便利な交通手段
の整備：エコラボバス以外の実現可
能なコミュニティバスタイプ、導入
地区、導入社会実験計画等の検討

代替手
段の整
備

①豊中市における率先行動の推進：
エコ通勤文化創出のため通勤行動調
査（環境政策室）及び環境配慮型通
勤手当への改正
②交通環境学習の実施(大阪大学共
同研究事業)：教材開発及び保育所
、小学校での実施、子どもエコクイ
ズ大会

①豊中市における率先行動の推進：
エコ通勤文化創出のため通勤行動調
査範囲拡大の検討等
②交通環境学習の実施(大阪大学共
同研究事業)：保育所、幼稚園、小
学校での実施

自動車
利用の
削減

平成１８年度実施の事業内容平成１９年度予定の事業内容

大阪市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

• 事業の概要

様々な施策を組み合わせることによっ
て、市民・事業者・関係機関と共に、
生活利便性や活発な都市活動を支え
る環境負荷の少ない都市内移動シス
テムの確立を目指すもの。

CO２の削減効果として
110トン‐CO２/年

・ＴＤＭの広報啓発
・学校向けＭＭ
・ＩＣカードの導入
（地下鉄、バス）

• ＥＳＴモデルの効果

国道43号の大阪市港区弁天町駅前付近

・地域一体型
事業所向けＭＭ

・ドライバーを対象
としたＭＭ

環境ロードプライシング
の実施

駅及び駅周辺のバリアフリー化
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広島市の「環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業」について

　平成１６年６月に策定した「新たな交通ビジョン」では、自動車に過度に依存するこれまでの
交通体系を見直し、道路と公共交通の持つそれぞれの役割を考慮しつつ、交通体系の軸足を公
共交通にシフトしていくことで、人・環境にやさしく、都市の活力を高める交通体系をめざし
ている。 　

　こうしたことから、当該モデル事業では、「ひと」・「環境」へのやさしさに着目した事業
の推進を図るものである。

テーマ：【広島における「ひと」・「環境」にやさしい交通体系づくり】

ＣＯ２排出量を

２，０１０ t-CO２削減

（平成18年度、平成19年度の合計）

目　標

（施策例）

事　業　概　要

グリーンムーバーMAX
（国産初の完全超低床式路面電車）

ＣＮＧバス

マイカー乗るまぁデーの推進

広島高速１号線延伸

事業概要事業概要

環境的に持続可能な交通（EST)モデル事業
－福山都市圏交通円滑化総合計画におけるソフト主体施策の実現化－

ピーク時の交通渋滞緩和とCO2削減を主目的として、環境的に持続
可能な通勤交通形態の選択（時差出勤、相乗り、手段変更など）を住
民・企業が連携して取組む即効的かつ継続可能なソフト対策のシステム
を構築する。

さらに、都市圏中心部における公共交通機関利便性向上施策、住民
の交通行動変容を促す施策等を支援的に実施する。

目目 標標

（～３年目）
都市圏目標 CO２排出量 ７％削減（H14比）

H14 CO２排出量 414千t-CO２／年
H19年度 27千t-CO２／年削減

（H20年度 削減効果の確認・検証）

福山市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業
（別添資料）

地域企業との連携、住民の自主
性尊重を基本としたBingo-EST通
勤交通対策（都市圏全体）

平成１７年度～

公共交通機関利便性向上を支援する
レンタサイクル事業（福山駅）

交通結節点改善を目的とした福山駅
前広場整備事業

Ｗｅｂを活用した
交通行動変容システム構築

平成１８年度

Bingo-ESTへの
会員拡大ツールとして活用

平成１９年度

学校教育における
環境問題と交通をテーマにした
ＴＦＰ調査（駅家西小学校）

平成１７年度

平成１９年度～

地域ＭＭへの
展開
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南千住東部地域（汐

入地域：写真）を重点

地域として、マイカー規

制等を実施するとともに、

パーク・アンド・ライ

ド等を活用し、幹線交通

網の整備を図り、「環境

交通のまち・あらか

わ」の実現を目指してま

いります。

ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ､ｶｰﾌﾘｰｿﾞｰﾝ

の実証実験等
ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ､ｶｰﾌﾘｰｿﾞｰﾝ

の実証実験等

交通実態調査の実施、交通

情報提供システムの検討等
交通実態調査の実施、交通

情報提供システムの検討等

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ(ｴﾀﾉｰﾙ車)の延

伸実験､共通ICｶｰﾄﾞ導入等
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ(ｴﾀﾉｰﾙ車)の延

伸実験､共通ICｶｰﾄﾞ導入等

都電荒川線 コミュニティバス｢さくら｣

荒川区では、公共交通ネット
ワークの活用、歩いて楽しい
街づくりにより、二酸化炭素
（CO2）の排出量削減を図りま
す。

目標：CO2前年比1%削減

目標：CO2前年比1%削減

2年目

3年目

初年度

地元の町会、自治会、商店街、事業者等の方々との協

働を通じて、将来につながる街づくりの仕組みを整えてまい

ります。

重点地域：南千
住東部地域（汐
入地域）

柿崎区

吉川区
頚城区

大潟区

浦川原区

牧区

清里区

板倉区

名立区
三和区

安塚区

合併前の

上越市

中郷区

大島区

新潟県上越市新潟県上越市

1,500,000

1,700,000

1,900,000

2,100,000

2,300,000

2,500,000

2,700,000

2,900,000

3,100,000

H16 H27

産業部門 民生部門 運輸部門 廃棄物 エネルギー部門

上越市における環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業上越市における環境的に持続可能な交通上越市における環境的に持続可能な交通（（ESTEST））モデル事業モデル事業

～～ 市町村合併による市域拡大に対応した持続可能なまちを育み支えるために市町村合併による市域拡大に対応した持続可能なまちを育み支えるために ～～

上越市は「地球環境都市宣言」 （H10.6）を行い、環境の保全・改善に取組んでいま
す。そして、市町村合併（H17.1）により拡大した市域に対応し持続可能なまちを実現す

るため、本事業では、公共交通を単に移動制約者の移動手段としてだけでなく持続可
能なまちを育み支える政策ツールとしてとらえ、市民生活や地域の実態を踏まえながら
マイカー利用からの転換を図るなど、公共交通ネットワークの再構築を目指し「地球環
境都市・上越」にふさわしいまちづくりを展開するものです。

●事業の概要●事業の概要●事業の概要

● 目 標●● 目目 標標

・交差点改良による円滑なバス運行、鉄道との立体交差道路新設

・スマートICの利活用促進
円滑な交通促進4

・モビリティ・マネジメント

・環境行動を促進するバス利用のインセンティブづくり
公共交通利用生活のＰＲ3

・バスロケーションシステムによる乗り継ぎの利便性向上
分かりやすく利用可能な
システムの導入

2

・鉄道および幹線バス・支線バスを組合せた階層的ネットワークの構築

・市街地内の公共交通空白地域の改善と交通結節点と公共公益施設
を結ぶバス運行

バス路線の再構築1

Ｈ１６実績値
2,864,700ｔ‐CO２

Ｈ２7目標値
2,816,200ｔ‐CO２ ★本事業における目標★★本事業における目標★

本事業によって本事業によってCOCO２排出量を平成２排出量を平成2121年度までに年度までに

運輸部門運輸部門 約約0.130.13％％（（H18H18年度比）年度比）削減します。削減します。
（ﾏｲﾅｽ634ｔ-CO2）

幹線バス

拠点施設等

地域交通エリア

支線バス

鉄道

凡 例

バスセンター

大学・高校

商業施設

市役所

警察署

総合病院

凡 例

●事業の内容●事業の内容●事業の内容

※※これらは「上越市総合交通計画」（これらは「上越市総合交通計画」（H19.3H19.3策定予定）の一環でもある。策定予定）の一環でもある。

『『平成平成1616年度を基準に平成年度を基準に平成2727年度までに年度までに

2.02.0％削減％削減するする』』
（（H18.3H18.3上越市地球温暖化防止実行計画より）上越市地球温暖化防止実行計画より）

◆上越市の温室効果ガス削減目標◆

「階層的ネットワーク」のイメージ「階層的ネットワーク」のイメージ

春日山・関川東部地区

直江津市街地
バス路線の変更

直江津市街地
バス路線の変更

春日山・関川東部
巡回バス路線の新設

春日山・関川東部
巡回バス路線の新設

高田市街地
バス路線の変更

高田市街地
バス路線の変更

交差点改良
（関川東部下門前土地改良整理事業）

鉄道との立体交差道路新設
（飯門田新田線街路事業）

大潟スマートIC恒久化
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静岡市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業

基本方針 ： 人を中心とした、自然環境への負荷の少ない都市交通への転換

その実現に向け、交通容量拡大策やマルチモーダル施策、交通需要マネジメントにより、
移動時間20分エリアの拡大、公共交通利用への転換を図っていく。

テーマ 『快適なモビリティ都市の実現に向けた自然環境にやさしい交通体系の整備』

平成19～21年度の3ヶ年で、設定エリアでのCO2排出量を

15,400t-CO2（4.7％）削減（対基準比）
目標

施策内容

マルチモーダル施策

交通需要マネジメント
葵区

駿河区

清水区
【道路整備事業】
・国道1号静清BP昭府立体（葵区）
・国道1号静清BP4車線化（葵区、清水区）
・国道150号清水BP（清水区）
・(市)丸子池田線(駿河区丸子6）
・静岡下島線(駿河区稲川)
・丸子池田線(駿河区丸子2)
・駒形井宮線(葵区)
・日の出町押切線(清水区押切)
・静岡下島線(駿河区石田)
・宮前岳美線(葵区)
・大和町梅ヶ谷線(清水区)
・蒲原駅南北線(清水区)
・(一)駒越富士見線(清水区)
・(市)中島36号線(駿河区)
・(市)中島37号線(駿河区)
・(市)静岡下島線(駿河区下島)
・丸子池田線(駿河区中田)
・辻町北脇線(清水区)
・静岡駅賤機線(葵区)

・静岡駅北口広場整備
・バス停留所のハイグレード化
・バスロケーションシステムの導入
・バスICカードの導入

・ワンステップ・ノンステップバスの導入
・サイクルシェアリング

・オムニバスタウン計画シンポジウム
・教育的施策の実施

交通容量拡大策

低公害車の導入、利用促進
バスICカードの導入

教育的施策の実施

和泉市は，新市街地の開発に伴い継続的に人口が増加するとと
もに，東西軸に鉄道がないために，自動車に起因する交通渋滞，
地球温暖化をはじめとする環境影響，交通安全などの問題への対
応が急務である．
このため，ボトルネック踏切の解消，バリアフリー化などのハード

な対策とともに，広く市民が参加するモビリティ・マネジメントの取り
組みによって，複合する交通課題の解決をめざす．

和泉市における環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業 （別添資料）

ESTモデル事業実施箇所図ESTモデル事業実施箇所図

既成市街地

新市街地

開発調整
地域

大阪湾

大阪市

和泉市

2.｢テクノステージ和泉｣

事業所交通マネジメント
の実施

1.市民対象モビリティ・マネジメ

ントの実施
・市民対象「かしこいクルマの
使い方を考える｣プログラムの
実施
・市民への｢個別公共交通情報
提供｣の実施
(既成市街地，新市街地，開発
調整区域の特性に応じて実施)

3.啓発事業

・小学校高学年を対象とした
｢交通・環境学習｣の実施
・市民，事業所を対象としたセミ
ナー，シンポジウム

5.駅及び駅周辺地

区のバリアフリー化

4.ボトルネック踏切の解消
・国道480号と阪和線立体

交差化

事業概要事業概要

・市民，事業所モビリティ・マネジメント 等

平成21年度までに
対象エリアＣＯ２排出量を

10,500ｔ-CO2（約1.7%）削減 （Ｈ18年度比）

目 標目 標

・「交通・環境学習」プログラム

（平成14年度から実施：これまでに5
校が取り組み）

事業所を対象としたMM市民を対象としたMM

・市民対象「かしこいクルマの使い方

を考える」プログラムの実施
・個別公共交通情報提供

学校を対象としたMM

・事業所モビリティ・マネジメント

・従業者対象「かしこいクルマの使い
方を考える」プログラムの実施

市民・事業所を対象とした交通マネジメント

「テクノステージ和泉」
約120事業所が入居完了．

まちづくり協議会と協働して
交通マネジメントを実施予定．
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松江市環境行動計画モデル事業

《だれもが、安心して、やさしく移動できるまち・松江》

JR松江駅

MM
ﾓﾃﾞﾙ地区

MM
ﾓﾃﾞﾙ地区

ﾓﾃﾞﾙ学校

ﾓﾃﾞﾙ学校

MM
ﾓﾃﾞﾙ地区

馬潟港1号線

大正町西津田線
大輪1号線

北循環線

利用促進
協議会

利用促進
協議会

利用促進
協議会利用促進

協議会

利用促進
協議会

利用促進
協議会

利用促進
協議会

利用促進
協議会

利用促進
協議会 利用促進

協議会

松江市では、自動車に過度に依存す
る交通体系を見直し、環境負荷の小さ
い持続可能な交通体系をつくるため、
自動車利用の適正化を図るとともに、
公共交通機関の効率化・利用促進を推
進する施策を、市民（企業）・交通事
業者・行政の「協働」で継続的に展開
する。 　　　　　　　　　　　　　

テーマ

平成21年度

①公共交通機関利用者数の増加
【平成16年度の1.05倍】

②自家用自動車Co2排出量削減
【10％=369＊0.1=36.9(千t/Co2)】

目　標

事業概要事業概要

モビリティ・マネジメント（以下：MM）施策を中心として、マイカーから公
共交通への利用転換を図る。マイカー利用率が高い工業団地でＭMの

効果を検証した後、順次対象を拡張するとともに、公共交通を利用しや
すくなる施策を合わせて実施する。また、既存の神戸市の都心部におけ
るESTモデル事業と連携を図り、より大きなＣＯ2削減効果を狙う。

目目 標標

１．従業員を対象としたＭＭの実施
・西神工業団地
・和田岬地区
・西神第２工業団地
・流通業務団地
・複合産業団地

２．住民・小学生を対象としたＭＭの実施
・西神ニュータウンの住民
・市バス福祉体験授業との連携

４．カーシェアリング
・西神工業団地と西神ニュータウン

５．都心地域のＥＳＴとの連携
・都心地域へのマイカー流入の抑制

平成21年度までに
対象エリアＣＯ２排出量を

1800ｔ-CO2（約3%）削減 （平成2年度比）

ＥＳＴモデル事業
実施予定箇所図

西神・山手線

神戸市の都心周辺部におけるMMを中心とした持続可能な交通体系の確立

３．公共交通を利用しやすくする施策
・沿線店舗とのエコショッピングの促進
・パークアンドライド駐車場のＩＣ化検討
・鉄道・バス乗継ダイヤ調整
・バス路線の再編
・地下鉄沿線駅前広場改良事業

海岸線

事業内容
位置図

西神工業団地

複合産業団地

西神ニュータウン

和田岬地区

流通業務団地

西神第2工業団地

都心部ＥＳＴ

神戸市

赤字：平成19年度実施予定
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